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一般財源 4,550 4,0144,544

平成23年度
事業費の主な内訳
(人件費除く)

金　　　額

90

6

235

内　　　　　容

受益者負担
(使用料等)

その他

国庫支出金

府支出金

4,014

財源内訳

H23年度決算 H24年度当初予算

4,544

H22年度決算

0.50

0.00

0.10

313

総事業費(A+B) 4,550

対　　　象
（誰・何を対象に）

事業内容

事業の必要性

コ　　ス　　ト

H23年度決算 H24年度当初予算

概算人件費

直接経費(B)

根拠法令

実施方法

目　　　的
（何のために）

社会教育法　決裁

■直営

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

市民の学習に対する多様な需要を踏まえ、社会教育主催事業を実施することにより、実際生活に即する文
化的教養を高める。

事務事業名

事業開始年度 担当部署 社会教育部　社会教育課

社会教育主催事業

平成17年度

事務事業番号　31002

市民

社会教育法第5条の定めに沿い、以下の三事業を実施する。
①社会教育（人権）講座等開催事業…人権啓発事業等の実施
②家庭教育推進事業…「子育て応援・親学習講座」「思春期セミナー」「教育講演会」などの実施
③社会教育基礎講座開催事業…市の主要施策や時事問題など、市民として知っておきたいことの講座の
実施

人が地域で生きていくために必要な知識や技術の習得のため、事業の実施は必要である。

H22年度決算

従事職員数 従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費

人件費計(A) 4,231 4,219 3,200

社会教育(人権)講座等開催経費(報償金 90)

社会教育基礎講座開催経費(報償金6)

家庭教育推進事業経費(報償金231、消耗品費1、通信運搬費4)

331 814

類似事業 生涯学習事業(生涯学習課)
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単位

① 回

② 人

③

① 円

② 円

③

事務事業番号　31002

400

一次評価結果
・事業の役割、意義について検証が必要では
・他の文化事業との調整が必要では

成果目標
（目標とする成果）

特記事項

講座受講者数

事業費　/　講座受講者数

233 382

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

事業費　/　講座開催数

比較参考値
（他自治体での
事業の例など）

大阪府下で行われた、府および43市町村の教育委員会が主催した学級・講座の合計は、文科省が行った
「社会教育調査」の最新の公表データである平成19年度で4,068件となっている。

10,035

454,400 379,167 334,500

19,502 11,911

H22年度 H23年度 H24年度(見込み)

事務事業名

事業開始年度 担当部署 社会教育部　社会教育課

講座開催数 10 12 12
活動実績

活動指標もしくは成果指標

人が地域で生きていくために必要な知識や技術の習得の機会を提供する。
今後も社会教育事業としてふさわしく、類似事業との差別化を図りながら、講座内容の充実を図っていく。

平成17年度

一次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

現状のまま継続 他の文化事業とは異なる、社会教育事業にふさわしい講座等を実施していく。

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

現状のまま継続
生涯学習推進体制を再編した際、社会教育行政として位置付けた、人が地域
で生きていくために必要な知識や技術の習得ということを考慮し、類似事業との
差別化を図りながら事業を実施していく。

社会教育主催事業


